
第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国の経済は、設備投資と輸出が成長を牽引したことにより、潜在成長率並みの巡航速

度で景気回復を続け、平成14年2月から始まった景気拡大局面が、平成18年10月で「いざなぎ景気」に並ぶこととな

り、経済環境は確実に好転した事業年度であったと思われます。しかしながら、外食産業におきましては引続き市場

規模が縮小するという厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中で、当社グループは、平成17年11月社長の交替を機に、新社長の経営方針に基づいた基本戦略

（①企業風土の確立 ②労働環境の改善 ③予算の達成 ④マネージャー制の確立 ⑤本部バックアップ体制の強化

⑥成果主義の徹底 ⑦新規事業の推進）を全役職員に周知徹底し、活力ある店づくり、楽しい職場づくりに取組んで

まいりました。 

 具体的な施策としては、スープカレーの店「レッドスパイス」を２店舗、海鮮居酒屋「ほんじょ屋」を２店舗、ノ

ーブラシ有人洗車場「JAVA」を１店舗出店し、新規事業推進の足がかりを行いました。外部講師を招請してマネージ

ャーの合宿集合研修を実施、桜フェアー・アメリカンフェアー・創作寿司フェアー等、毎月のお奨めフェアーの実施

に加え、固定客の確保と顧客の来店頻度アップを図るべく、フリークエントカードを導入し、既存店売上の改善に取

組んでまいりました。 

 当連結会計年度の新規出店につきましては、国内23店舗（直営14、FC9）、海外２店舗（直営２）の合計25店舗を

出店し、一方で不採算店等21店舗（直営10、FC11）を退店いたしました。これらにより、当連結会計年度末の店舗数

は、マリンポリス30店舗（直営20、FC10）、しーじゃっく115店舗（直営82、FC33）、まぐろ三昧１店舗（直営

１）、レッドスパイス２店舗（直営２）、ほんじょ屋２店舗（直営２）、JAVA１店舗（直営１）の合計151店舗（直

営108、FC43）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高11,332百万円（前連結会計年度比2.7％増）経常利益272百万円（同

23.5％減）となりました。また「固定資産の減損に係る会計基準」の適用に伴う減損損失等の特別損失700百万円を

計上したことから、当期純損失383百万円（前連結会計年度は当期純利益124百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

により618百万円増加しましたが、投資活動によるキャッシュ・フローにより1,027百万円減少し、財務活動による

キャッシュ・フローにより204百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ178百万円減少し、当連結会計年度末

には633百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は618百万円（前年比166.0％増）となりました。 

 これは主に減損損失651百万円、減価償却費484百万円があった一方、税金等調整前当期純損失426百万円とな

ったことなどによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 1,027百万円（同88.3％増）となりました。 

 これは主に新規出店に伴う有形固定資産取得による支出 931百万円によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は 204百万円（前連結会計年度は支出 115百万円）となりました。 

 これは主に長期借入を 1,000百万円行った一方で、長期借入返済を 892百万円行ったことなどによるもので

す。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりま

せん。 

(2）受注状況 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりま

せん。 

(3）販売実績 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っております。なお、同事業の売上高、営業利益

及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ＦＣ部門の販売実績の主なものは、フランチャイジーからのロイヤリティー収入等であります。 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

飲食事業     

直営店部門（千円） 11,136,525 102.4 

ＦＣ部門（千円） 178,855 110.4 

計（千円） 11,315,381 102.5 

洗車事業その他 

（千円） 
16,857 － 

合計（千円） 11,332,239 102.7 
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(4）直営店舗の地域別販売実績(飲食事業) 

 （注） フランチャイジー（ＦＣ店）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 なお、フランチャイジー（ＦＣ店）の売上高は、当社の売上高に含まれておりませんが、ロイヤリテ

ィーの算出の基礎となるものであります。 

地区・都道府県 
当連結会計年度 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年10月31日） 

構成比（％） 
前年同期比

（％） 

関西地区 大阪府 558,799 5.0 78.1 

山陰地区 
島根県 861,687 7.7 95.1 

鳥取県 88,292 0.8 － 

山陽地区 

岡山県 2,055,622 18.5 95.1 

広島県 1,322,265 11.9 93.7 

山口県 954,894 8.6 147.3 

九州地区 

福岡県 3,257,635 29.3 95.1 

佐賀県 703,632 6.3 120.8 

熊本県 269,456 2.4 102.9 

海外 米国 1,064,238 9.5 140.1 

合計（千円） 11,136,525 100.0 102.4 

地区・都道府県 
当連結会計年度 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年10月31日） 

構成比（％） 
前年同期比

（％） 

関西地区 兵庫県 412,480 10.0 71.7 

山陽地区 

岡山県 524,478 12.6 139.1 

広島県 894,084 21.6 93.2 

山口県 602,406 14.5 91.3 

四国地区 
愛媛県 279,490 6.7 106.5 

高知県 120,378 2.9 83.5 

九州地区 

福岡県 253,925 6.1 102.4 

長崎県 540,424 13.0 117.9 

佐賀県 86,297 2.1 94.2 

大分県 168,938 4.1 45.4 

宮崎県 76,024 1.8 70.7 

鹿児島県 190,918 4.6 109.9 

合計（千円） 4,149,848 100.0 93.7 
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３【対処すべき課題】 

 今後の我が国経済の見通しにつきましては、平成18年11月の月例経済報告が示したように、「国内民需に支えられ

た景気回復が続くと見込まれる」ことから、上場企業の連結経常利益は平成19年３月期で５期連続の増益が確実視さ

れております。よって、冬のボーナス等個人所得の増加が見込まれることもあり、今後、個人消費は上向きに転じる

ものと思われます。 

このような状況の中で、当社は毎月のお奨め商品フェアーの充実に加え、フリークエントカードの会員数増強によ

り、顧客の来店頻度アップを図り、既存店売上高の増強を最重要課題として、取組んでまいる所存であります。 

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、当社の有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行

われる必要があると考えております。 

 なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末日（平成18年10月31日）現在において当社グルー

プが判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

(1）当社グループの事業に影響を与える外的要因について 

 ① 競合他社との競争について 

当社グループの属する回転寿司業界は、比較的参入障壁が低く、チェーン店展開も容易であるとされており、現

在大手チェーン店の相次ぐ出店、異業種からの参入等により、業界内における同業他社間競争は極めて激しいもの

になっております。 

 このような環境の下、当社グループでは寿司ネタの内容や店舗における客席の配置等により、競合他社との差別

化を図っており、今後も差別化に向けた施策を講じていく所存ではありますが、今後他の大手チェーン店や中食産

業を含めた競合他社との競争がさらに激化した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ② その他の外的要因について 

現在、当社グループは主として回転寿司の事業を行っているため、消費者の嗜好の変化等があった場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、寿司ネタとなる水産物や米等の原材料価格につき、当社グループの想定を超える大きな変動があった場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 さらに、外食産業である当社グループの客数の動向は、天候の不順等の影響を受ける可能性があります。 

(2）出店政策について 

当社は現在、関西・山陰・山陽・九州・四国地区において店舗展開を行っており、平成18年10月31日現在同地域

で直営店100店舗、フランチャイズ加盟店43店舗を有しております。今後におきましても、当社は同地域を中心に

郊外型店舗の出店を進めていく方針であります。 

 当社は出店にあたって、社内基準に基づき、出店候補地の近隣世帯数、近隣道路環境、敷地状況、競合店状況等

の条件を検討した上で、出店地の選定を行っております。しかしながら、当社の出店条件に合致した物件がなく、

計画どおりの出店ができない場合や出店後に立地環境等に変化が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 また直営店舗の出店形態につきましては、土地、建物を賃借し、敷金・保証金等を差し入れる賃借方式による出

店が最も多くなっております。そのため賃借物件の家主・地主の倒産等により敷金・保証金等の回収が不能となっ

た場合、もしくは当社による賃貸借契約の中途解約に際し、同契約における返済条件の規定から敷金・保証金等を

放棄せざるを得なくなった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）事業体制について 

① 人材の確保・育成について 

当社グループの今後の事業展開において、組織拡大、店舗拡大に対応した人材の確保及び育成が重要な課題とな

っております。当社は正社員、臨時従業員の安定的な確保、定着率の向上のため、テレビＣＭ・広告等によるイメ

ージアップ、臨時従業員を含めた能力給の導入などの施策を講じております。また人材育成については、新人研修

等の通常の研修体制に加え、店長候補育成のため、マネージャーがマンツーマンで、今後の新規出店に対応すべ

く、人材育成を進めております。 

 しかしながら当社グループが想定している以上の退職者があった場合や、新規出店を賄える人材の確保及び育成

ができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 特定業者への仕入の依存について 
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平成18年10月期の当社グループの連結仕入高のうち73.8％が三井物産株式会社の連結子会社である三井食品株式

会社からの仕入となっております。三井食品株式会社とは１年更新の継続的な商品売買基本契約を締結しており、

現時点では同社と当社の関係は良好でありますが、将来的に三井食品株式会社との売買契約条件が変更、あるいは

契約解除になった場合には、一時的に当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③ 米国における事業展開について 

当社グループでは、子会社MARINEPOLIS U.S.A.,Inc. が平成3年11月より米国において回転寿司の店舗展開を行

っており、平成18年10月31日現在において、オレゴン州、ワシントン州において8店舗を出店しております。現時

点に至るまで、当社グループの米国における回転寿司事業は拡大傾向にありますが、今後同国の経済状況、法規制

の変更、及びその他何らかの要因により、出店政策を含めた当該事業の事業展開に影響があった場合、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）フランチャイズ・チェーン店について 

① フランチャイズ契約について 

当社グループは直営店による事業拡大とともに、フランチャイズ・チェーン本部の経営を行っており、各フラン

チャイズ加盟店とフランチャイズ契約を締結しております。当社は直営店と同様にフランチャイズ店舗の拡大も目

指しておりますが、過年度におきましてはフランチャイズ契約の内容変更等の要因により、フランチャイズ加盟店

数が減少したことがあります。今後何らかの要因により、当該契約の内容変更を余儀なくされた場合、フランチャ

イズ加盟店の減少等の要因により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② フランチャイズ加盟店の業務が当社グループに与える影響について 

当社グループは上記フランチャイズ契約により、フランチャイズ加盟店に対し、スーパーバイザーを派遣し、営

業支援や衛生管理支援を行っております。 

 しかし今後フランチャイズ加盟店において食中毒事件、及びその他当社グループの社会的信用を傷つけるような

事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③ フランチャイズ加盟店との出店地域の調整について 

現時点におけるフランチャイズ加盟店は、当社の直営店が出店している西日本地域とほぼ同地域に出店されてお

ります。 

 当社グループは当社直営店とフランチャイズ加盟店間において競合関係が発生しないように出店地域について調

整を行っております。このため、現在、当社直営店とフランチャイズ加盟店が競合関係にある地域はありません。

 しかし、既存フランチャイズ加盟店の出店状況によっては、当社グループの出店計画における候補地が制限され

る可能性があります。 

(5）為替変動による影響について 

当社グループは、海外との直接取引を行っていないため、営業活動における為替変動リスクは僅少であります

が、米国子会社からのロイヤリティー受取及び厨房機器・資材等の供給に伴う同社への売掛金及び同社への貸付金

等の期末評価替為替換算により為替差損益が発生しております。 

 当社グループは、外貨建預金の残高を減らすなど、為替変動のリスクを回避するための手段を講じております

が、今後の為替変動が当社グループの想定を超える大きな変動であった場合、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。 

(6）法的規制等について 

① 法的規制について 

当社グループが属する回転寿司事業においては、主な法的規制として「食品衛生法」、「消防法」等がありま

す。なお、「食品衛生法」においては、飲食店を経営するにあたり、厚生労働省令が定めるところの都道府県知事

の許可を受けなければならない旨、規定されております。また、平成13年5月に「食品循環資源の再生利用等の促

進に関する法律」（食品リサイクル法）が施行されております。 

 これらの法的規制が強化された場合、設備投資等、新たな費用が発生することにより、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

 ② 衛生管理について 

当社では社内に衛生管理担当者を設け、各店舗の衛生評価、食材・調理器具の検体採取、検便検査等を定期的に

実施し、その結果により各店舗に対し衛生管理指導を行うなど、衛生管理体制を整備しております。 

 米国店舗におきましても、店舗における食品の保存方法や商品の廃棄基準など衛生管理体制を整備しており、年

2回実施される現地衛生局による立ち入り検査においても、これまで問題となった事例はありません。 

また、現在までに当社グループの米国店舗において食中毒の発生等、衛生面に関する問題が生じたこともありませ

- 10 -



ん。 

 当社グループは今後においても、衛生面に留意していく方針でありますが、外食産業の中でも生鮮食材を扱う当

社グループにとって、食中毒事件等が発生した場合、企業としての存立そのものに重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 また、同業他社による食中毒事件等が発生した場合においても、消費者による回転寿司業界全体に対する不信感

等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）関連当事者取引について 

 平成18年10月期における、当社と関連当事者との取引は、以下のとおりであります。 

役員及び個人主要株主等 

 １．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注１）上記の関連当事者は、いずれも当社取締役及び主要株主である山野井孝允の近親者であり、㈱レオの株主

であります。 

なお、山野井孝允は平成19年1月30日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって、当社取締役を退任い

たしました。 

（注２）平成18年３月１日付の当社と㈱レオとの合併に伴い、㈱レオの株主に対して当社普通株式767,820株（自

己株式745,000株、新規発行株式22,820株）を交付いたしました。このため、取引金額、科目、期末残高に

ついては、記載しておりません。 

（注３）店舗等の保険料については、通常取引の保険料率に基づき決定しております。 

（注４）当社取締役山野井孝允の近親者が 100％ を直接保有しております。なお、㈱レオは、前連結会計年度末

現在法人主要株主にも該当しておりましたが、当社との合併により解散会社となり、当連結会計年度末現在

では、法人主要株主ではなくなっております。 

（注５）㈱レオとの合併比率については、第三者の算定結果（市場株価平均法及び修正簿価純資産額法）をもと

に、合併当事者間による協議の上、決定しております。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
氏名及び
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者

（注1,2） 

山野井博

基 
－ － 会社員 

(被所有) 

直接 7.2 
－ － 

当社株式 

の取得  
－ － － 

山野井久

美子 
－ － 会社員 

(被所有) 

直接 6.3 
－ － 

当社株式 

の取得  
－ － － 

山野井健

二 
－ － 当社従業員 

(被所有) 

直接 5.4 
－ － 

当社株式 

の取得  
－ － － 

山野井洋

子 
－ － － 

(被所有) 

直接 3.6 
－ － 

当社株式 

の取得  
－ － － 

役員の近親

者が議決権

の過半数を

自己の計算

において所

有している

会社 

㈱レオ 

（注4,5） 

岡山県  

岡山市 
10,000 

損害保険代

理業 

(被所有) 

直接 17.7 

兼任 

１名 

損害保

険代理

業 

店舗等の

保険料 

(注3) 

13,050 － － 

㈱レオと

の合併に

伴う資産

の受入 

117,191 － － 

㈱レオと

の合併に

伴う負債

の受入 

411 － － 
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５【経営上の重要な契約等】 

 フランチャイズ店舗（ＦＣ店）との間のフランチャイズ契約を次のとおり締結しております。 

(1）契約の概要 

 当社（フランチャイザー）とＦＣ店（フランチャイジー）との間において、当社が使用している商号・商標その

他の営業の象徴となるもの及び営業ノウハウを用いて同一と見られるイメージのもとに営業を行う権利を与え、Ｆ

Ｃ店はその見返りとして当社に対し一定の対価を支払い、さらに営業を行うにあたって必要な資金を投下して、当

社の指導、援助のもとに継続し営業を行うことを目的としております。 

(2）ロイヤリティー 

 ＦＣ店は、月間売上高に対し一定割合をロイヤリティーとして当社に支払うことになっております。 

(3）管理 

 当社は、契約に含まれない商品等を販売、提供することのないよう指導、管理できるほか、必要と認めた場合Ｆ

Ｃ店の店舗及び事務所に立ち入って経営全般を調査し、帳簿を閲覧する権利を有しております。 

(4）提供するサービス 

Ａ．ＦＣ店の営業を助成するための商品・資材及びメニューの開発。 

Ｂ．ＦＣ店の営業を助成するための販売方法・調理方法及び経営マニュアルの開発。 

Ｃ．ＦＣ店間の不正な競争を防止するための加盟店相互の調整。 

Ｄ．ＦＣ店の営業に供する原材料・資材の供給。 

Ｅ．ＦＣ店の営業を助成するための情報の提供。 

Ｆ．ＦＣ店の営業を助成するための販売・調理・実務・税務・会計等経営全般にわたる教育指導。 

Ｇ．ＦＣ店の営業を助成するための販売促進。 

Ｈ．ＦＣ店の営業を助成するためのスーパーバイザー、食品衛生管理委員の派遣。 

Ｉ．ＦＣ店の営業のための機材・器具・設備等の販売、リース及びその斡旋。 

Ｊ．ＦＣ店の営業のための事業資金の斡旋。 

Ｋ．ＦＣ店の営業を助成するための機器の保守サービス。 

Ｌ．ＦＣ店の安心経営を助成するための総合保険代理。 

Ｍ．その他ＦＣ店の営業を助成するための一切の事。 

(5）契約期間及び更新 

Ａ．契約期間    満３年間 

Ｂ．契約の更新   期間満了３カ月前までに当社またはＦＣ店のいずれからも書面による異議の申し出がない

限り、さらに３年間更新するものとし、以降も同様であります。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年10月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成

されております。また、この連結財務諸表の作成に当たりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金

額について、仮定の適切性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意しながら会計上の見積りを行っておりますが、

実際の結果は、特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。 

(2）資産、負債及び資本の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,108百万円（前連結会計年度末は1,133百万円）となり25百万円

減少しました。主として、現金及び預金の減少（812百万円から633百万円へ178百万円減）が大きな要因でありま

す。 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は3,860百万円（前連結会計年度末は3,897百万円）となり36百万円減

少しました。有形固定資産の減少（2,731百万円から2,555百万円へ175百万円減）があった一方、無形固定資産の

増加（50百万円から58百万円へ8百万円増）、投資その他の資産の増加（1,115百万円から1,246百万円へ130百万円

増）がありました。 

（負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は2,109百万円（前連結会計年度末は1,904百万円）となり、204百万

円増加しました。これは、短期借入金の増加（110百万円から250百万円へ140百万円の増）が大きな要因でありま

す。 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は1,356百万円（前連結会計年度末は1,229百万円）となり127百万円

増加しました。これは、長期借入金の増加（967百万円から1,111百万円へ144百万円増）が主な要因であります。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産合計の残高は1,502百万円（前連結会計年度末は1,897百万円）となり394百万

円減少しました。その主な要因は、当期純損失計上による利益剰余金の減少（736百万円から314百万円へ422百万

円減）であります。 
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(3）経営成績の分析について 

 過去３連結会計年度の主な経営成績は下表のとおりであります。 

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 当連結会計年度の売上高につきましては、25店舗の出店を行った一方、21店の閉店を行ったため新規出店効果は

少なく、11,332百万円と前期に比べ297百万円（2.7％）増加いたしました。 

 営業利益につきましては、売上原価率が0.1％改善した一方、売上高販管費比率が0.9％悪化したことにより、

257百万円と前期に比べ82百万円（24.3％）減少いたしました。 

 経常利益につきましては、加盟店違約金収入の計上があった一方、営業利益の減少により、272百万円と前期に

比べ83百万円（23.5％）減少いたしました。 

 当期純利益につきましては、経常利益の減少、減損損失の計上により、当期純損失383百万円（前期は当期純利

益124百万円）となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照くださ

い。 

(5）経営戦略の現状と見通し 

① 回転寿司ブランド戦略 

 回転寿司業界においては、競合他社との差別化のために、様々なコンセプトの店舗が登場しておりますが、大

きくは「低価格」を追求するタイプと、やや価格帯が高い「値ごろ感」を追求するタイプの二極化が進んでいる

と考えています。当社グループはこのような環境に対応するため、価格帯の異なる回転寿司「マリンポリス」店

と105円均一の回転寿司「しーじゃっく」店を主に展開しております。 

 平成11年3月までは「マリンポリス」での店舗展開を行っておりましたが、平成11年4月に初めて105円均一店

である「しーじゃっく」を開店して以来、平成13年10月期に19店舗、平成14年10月期に24店舗、平成15年10月期

に8店舗、平成16年10月期に3店舗、平成17年10月期に4店舗を105円均一店に変更しております。 

 また、平成18年12月より、130円均一店である「すし日和」を開店し、平成18年12月末現在で９店舗を105円均

一店から130円均一店へ変更しております。 

 当社グループといたしましては、依然「低価格」路線が主流との判断から「しーじゃっく」店を店舗展開の柱

としておりますが、今後見込まれる原材料の上昇やお客様のニーズの変化に対応するため、105円均一店では提

供困難な食材を食べ応えあるボリュームで提供する「すし日和」店への業態変更を進めてまいります。また、

「マリンポリス」店は現状維持ながらも、確実な店舗運営を続けてまいります。 

 一方、マグロをメインにし「マリンポリス」をより高級化した「まぐろ三昧」店を出店いたしております。こ

れにつきましては、地域市場性を十分考慮しながら、店舗展開を進めてまいります。 

② 海外戦略 

 海外における店舗展開については、米国の子会社である MARINEPOLIS U.S.A., Inc. が、平成18年10月末現

在オレゴン州及びワシントン州において直営店舗を8店舗出店しております。今後は同地域における知名度向上

を目指し、両州に年間１～２店舗を出店していきたいと考えております。 

 米国他州への出店や、アジア・オセアニア等については、店舗展開が効率よくできるかどうか、現段階におい

ては現地の情報収集活動を行っております。 

 過去５期間の単体ベースの直営店舗数、ＦＣ店舗数及びMARINEPOLIS U.S.A.,Inc.の店舗数の推移は次のとお

りであります。MARINEPOLIS U.S.A.,Inc.の決算月が８月であるため、下表における同社の平成18年10月期末店

舗数は平成18年８月末現在の出店店舗数となっております。 

決算年度 平成16年10月期 平成17年10月期 平成18年10月期  

売上高 

（百万円） 
10,988 11,034 11,332 

売上総利益 

（百万円） 
6,249 6,334 6,520 

営業利益 

（百万円） 
491 339 257 

経常利益 

（百万円） 
486 356 272 

当期純利益又は当

期純損失（△） 

（百万円） 

250 124 △383 
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(6）資本の財源及び資金の流動性 

① キャッシュ・フローの状況について 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーにより618百万円増加しましたが、投資活動によるキャッシュ・フローにより1,027百万円減少し、財務活動に

よるキャッシュ・フローにより204百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ178百万円減少し、当連結会計

年度末には633百万円となりました。 

 まず、営業活動の結果得られた資金は618百万円（前連結会計年度は得られた資金232百万円）となりました

が、これは、主に税金等調整前当期純損失426百万円となった一方、減損損失651百万円、減価償却費484百万円

を計上したことなどによるものです。前連結会計年度と比較すると、減損損失651百万円計上したため、税金等

調整前当期純利益が711百万円減少しました。 

 投資活動の結果使用した資金は1,027百万円（前連結会計年度は使用した資金545百万円）となりましたが、こ

れは主に新規出店に伴う有形固定資産取得による支出931百万円、長期貸付金の貸付による支出21百万円、差入

保証金の取得による支出65百万円等によるものであります。前連結会計年度と比較すると、有形固定資産取得に

よる支出は407百万円増加し、長期貸付金の貸付による支出は23百万円減少しました。 

 財務活動の結果得られた資金は204百万円（前連結会計年度は使用した資金115百万円）となりましたが、これ

は主に長期借入れによる収入1,000百万円、長期借入金の返済による支出892百万円、短期借入金の純増加額140

百万円、配当金の支払による支出41百万円によるものであります。前連結会計年度と比較すると、長期借入金に

よる収入が300百万円増加し、長期借入金の返済による支出が29百万円増加しました。 

② 資金需要及び財務政策 

 継続的に収益を上げていくには、店舗展開をしていかなければなりません。当社グループといたしましては、

このような長期にわたる設備資金を、内部資金と金融機関よりの長期借入金により調達を行っております。 

 当連結会計年度の有利子負債額は2,034百万円（前連結会計年度は1,787百万円）となっており、有利子負債依

存度（総資産に占める有利子負債の比率）は、40.9％（前連結会計年度は35.5％）になっております。 

 当社グループは、平成12年10月期以降において、店舗出店等に伴う機械及び厨房機器等を、リース取引による

調達ではなく現金での調達に変更しております。これらは、設備投資資金として主に金融機関からの借入によっ

て調達しております。このため、総資産に占める有利子負債の比率が高くなっております。 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

 「私たちは新鮮でおいしい寿司を真心のこもったサービスでお客様に提供する。以って地域社会に貢献すると共

に豊かな社会を築きます。」という企業理念に基づき、ステークホルダーへの貢献、お客様との５つの約束（おい

しい・新鮮・安い・安心・楽しい）を実践することが重要課題であると考えております。 

 当社グループは、今後この課題に対応すべく、次のとおり進めてまいります。 

① 問題点の早期発見と早期解決を意図し、マネージャー制の確立。 

② 子供・ファミリー層に快適な環境作りのため喫煙室を設置、顧客満足を優先した対面販売の店舗作り。 

③ 仕入ルートの多様化により旬の魚をふんだんに取り入れた商品作り。 

④ 寿司ネタが本来持っている旨みを活かすために店舗での調理。 

 これにより、他社との差別化を図りながら業界における確固たる地位を築きたいと考えております。 

  平成14年10月 平成15年10月期 平成16年10月期 平成17年10月期 平成18年10月期  

期末直営店舗数 78 88 97 96 100 

期末ＦＣ店舗数 32 40 45 45 43 

期末米国子会社

店舗数 
3 4 6 6 8 

店舗数合計 113 132 148 147 151 
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